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広域連携事例①（橋梁関係×県による垂直連携）

Ｑ．広域連携スキームにはどのようなタイプがあるか？

2

奈良県（奈良モデル）

垂直連携 （参考）水平連携

点検、計画策定 補修設計、修繕工事 点検、計画策定

広域連携
スキーム

業務分担、
費用分担

・前年度に市町村へ意向調査を行った上で、
該当年度に県と市町村が点検等の委託に関
する協定書を締結。
・市町村は県への事務費を負担。

・県が、県と複数市町村の業務をとりまとめて
一括発注（橋梁・トンネルの点検や長寿命化
計画策定）。

・成果物の引き渡しの際には、県と市町村が立
ち会いの上、業務の完了を確認する。

・左記に加えて、派遣職員の取扱いに関する
協定書を締結し、市町村が県へ職員派遣（併
任辞令）。

・派遣職員は県職員のサポートを受けながら
自らの市町村の橋梁の補修設計や修繕工事
に係る積算、現場立会、完了検査等の一連
の業務に従事する（積算：週２～４日×２か月
程度、業務・工事中：週１～２日程度×完了
までの間）。
・給与等は派遣元の市町村が支給。

・市町村同士で入札事務に関する協定書を締
結し、幹事の市町村が各市町村の設計書を
まとめて入札を実施し、その他の市町村は同
一の業者へ随意契約する。

・水平連携に関しては、県は調整の場を提供
する役割。

・年度毎に入札事務を持ち回りとすることで、
市町村間での事務費の授受は生じない。

責任分担
・業務の履行は発注者である県が責任を持つ

・橋梁の判定区分は、業務成果を参考に、最
終的に市町村が決定。

・業務・工事の履行は発注者である県が責任
を持つ（派遣職員に責任を付与するものでは
ない）。

・契約者は各市町村それぞれとなり、業務の履
行は各市町村が責任を持つ

広域連携
による効果

・技術系職員が不足する中、県内全体のインフ
ラ長寿命化を促進（39市町村のうち、10町村
で土木技術職員が0人：R5.4.1）。

・左記に加えて、派遣職員が技術的なノウハウ
を習得することで、各市町村の技術力が向上。

・幹事を持ち回りとすることで、市町村同士で
共通する発注事務を省力化。

備考

＜実績（H22～R6年度）＞
・橋梁点検：27市町村
・トンネル点検：11市町村
・計画策定：34市町村

＜実績（H25～R6年度）＞
・補修設計：5市町村
・修繕工事：6町村

＜実績（H27～R6年度）＞
・橋梁点検：6市町（3グループ）
・トンネル点検：3市町村（1グループ）
・計画策定：2市（1グループ）

県

市町村

事業者

協定書
委託費＋
事務費

一括発注
県

市町村

事業者

協定書×２
委託費＋
事務費＋
職員派遣

発注 幹事の
市町村

その他の
市町村

事業者①協定書

②入札・契約

県

③随意契約

調整の場を提供
（仲介、助言）



広域連携事例②（橋梁関係等×自治法の共同処理制度ほか）

Ｑ．広域連携スキームにはどのようなタイプがあるか？
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下伊那郡土木技術センター組合
（長野県内13町村による一部事務組合）

上伊那広域連合
（長野県内8市町村による広域連合）

市町村橋梁等長寿命化連絡協議会
（秋田県内市町村と(一財)秋田県建設・工業技術セン
ター、NPO法人秋田道路維持支援センターの協議会）

広域連携
スキーム

業務分担、
費用分担

・前年度に市町村と協議を行った上で、市町村と一部事務組合・広域連合が委託契約を締結（測
量設計、積算、工事監督に関する事務や橋梁点検等を委託）。
・市町村は一部事務組合・広域連合への事務費を負担。

・計画、入札契約、検査、監督員（正）、予算要求は市町村が担い、一部事務組合や広域連合は
積算、監督員（副）を担う。
※市町村が事務処理権限を失っているわけでは無い。

・特別地方公共団体であるため、会計検査や災害査定にも同席できる。

・県建設技術センターと市町村が基本協定を
締結した上で、年度毎に委託契約を締結。

・市町村は県建設技術センターへ事務費を負
担。

・県建設技術センターが市町村の業務を一括
発注（橋梁点検等）。道路維持支援センター
は成果品チェック等を担う。

責任分担

・一部事務組合や広域連合は管理責任を持たない（道路管理者は各市町村）。
・積算業務に関しては、一部事務組合や広域連合側で責任を負うことになる。
※前身の土木振興会（S9発足）での業務がベース。管理責任を負うとなると、人数的にも対応で
きるかなどハードルは大きい。

・橋梁の判定区分は、市町村、協議会、コンサ
ルの三者打合せにおいて確認し、最終的に
市町村が決定。

広域連携
による効果

・技術系職員が不足する構成市町村にとっては、技術的業務を一部事務組合や広域連合が担う
ことで、地元との対応や国・県からの調査対応に集中できる。

・一部事務組合や広域連合では、技術者が集団でいることで技術的な議論や相談ができ、市町村
で個々でいるよりも技術力向上につながっている。

・市町村職員の事務軽減。
・判定区分のばらつきを防止。

備考

・職員は独自に採用しているが、知名度が低いこともあり苦戦（上伊那広域連合では市町村との
交流人事もあり）。
・運営は受託工事の事務費と職員人件費をバランスさせることが基本。

・一部事務組合と広域連合の違いについて、広域連合の場合は土木以外の課（保健福祉等）もあ
るので仮に土木事業量が減ったときには職員を広域連合内で別の課に異動させることができる
が、一部事務組合は土木関係業務のみなので外部へ派遣することになる。

※全国では他のスキームも含めて、橋梁・トン
ネル点検の地域一括発注は全国416市区町
村（32道府県）で実施（R5年度）。

一部事務
組合

町村

事業者

組合規約＋
委託契約

委託費＋
事務費

職員が業務実施

一部外部委託

（橋梁点検等）

広域
連合

市町村

事業者

広域連合規約＋
委託契約

委託費＋
事務費

職員が業務実施

一部外部委託

（橋梁点検等）

市町村

事業者

基本協定＋
委託契約

委託費＋
事務費

一括
発注県建設技術

センター
道路維持
支援センター

市町村橋梁等長寿命化連絡協議会



広域連携事例③（日常維持管理×県・市町村の共同）

Ｑ．広域連携スキームにはどのようなタイプがあるか？

4

鳥取県
（日野郡３町へ移譲）

広島県
（県内１９市町へ移譲）

静岡県
（下田市と共同発注）

広域連携
スキーム

業務分担、
費用分担

・鳥取県では地方分権の流れで日野郡３町と
地方自治法に基づく連携協約を締結し、県道
の維持管理・除雪を町と役割分担。

・年度毎に県と町で委託契約を締結（総価で上
限額を示し、年度末に精算変更）。

・町は日常的な維持作業、県は一定規模以上
の修繕を実施。
・県は町へ事務費を負担。

・広島県では地方分権の流れで県道の維持管
理を県内市町へ権限移譲（協定書締結）。

・年度毎に市町は県へ事業実施計画書を提出し、
県は市町へ移譲交付金を交付。完了後は市町
は県へ完了報告書を提出。

・市町は日常的な維持作業、県は一定規模以上
の修繕を実施。

・県と市で覚書を締結し、県道と市道の日常維
持管理を同一の事業者へ委託（舗装補修、
小規模修繕等）。

・契約は県・市それぞれが実施（同一の仕様書
で公告し、県が事業者を選定した後、市は覚
書に基づき同一事業者と随契）。

・県・市・事業者の３者合同で定例会議を実施
（四半期毎）。

管理水準、
責任分担

・管理水準は県と同等（仕様書や作業内容説
明書にて、規準や作業目安を提示）。
・管理者責任は基本的に県が負う。
・道路占用許可等の許認可事務は県が担う。

・管理水準は県と同等（市町へ県道管理の関
係規定等を提供）。
・管理者責任は基本的に県が負う。
・道路占用許可等の許認可事務は県が担う。
※道路法に基づく三次市は市が実施。

・県・市で共通の要求水準書を作成しつつ、想
定業務量等は県・市それぞれが設定すること
で管理水準を区別（県・市それぞれ、従前の
管理水準と同等以上の管理水準を保持）。

広域連携
による効果

・町の方が地域住民により身近であり、細やか
な対応ができるため、県道のサービスレベル
が向上。

・町としては、道路維持管理の年間業務（県道
分）を受け持つことで、町道の対応も指示し
やすくなった（別途随意契約等）。
・町職員の現場対応能力もレベルアップ。

・地域の実情に詳しい市町が担うことによる対
応の迅速化や県道・市町道の一括委託によ
る効率化を目指している一方で、市町の人員
不足が深刻化しており、持続可能な体制の
検討が課題。

・県道と市道の一体管理により、事業者側の業
務効率化（往路は市道、復路は県道といった
パトロール効率化や県道・市道を区別せず近
隣箇所をまとめて作業実施等）。
・市側の発注手間が軽減。

・県が用意したシステムを介して、指示を一元
化。

備考

・連携協約は土木以外の分野も含めた県と町
の役割分担を示したもの。

・県は、町の負担感が大きくなりすぎないように
配慮。

・18市町：地方自治法第252条の17の2第1項
（条例による事務処理の特例）
・三次市：道路法17条第2項（管理の特例）

・事業者にとっては契約が2本となり、将来的に

連携市町村が増えた場合、事務手続きが煩
雑となる懸念。

県

町 事業者

連携協約＋
委託契約

委託費＋
事務費

（監督補助員の
人件費相当）

発注

県

市町 事業者

協定書
移譲
交付金

発注
市

事業者①覚書

③随意契約

県
②事業者選定・

契約

※条例による事務処理の
特例による場合



広域連携事例④（日常維持管理×市町村間の水平連携）

Ｑ．広域連携スキームにはどのようなタイプがあるか？
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岐阜県白川村
（富山県南砺市への委託 ※現在は岐阜県へ委託）

河北潟干拓地内幹線道路管理調整協議会
（石川県内の2市2町による協議会）

広 域 連携
スキーム

業務分担、
費用分担

・白川村と南砺市（現在は岐阜県）で委託契約を締結し、境界部の一部
区間の除雪を委託。
・南砺市が白川村の区間も含めて除雪業務を発注。
・白川村から南砺市へ事務費を負担。

・河北潟干拓地が2市2町に跨がっているため、干拓地内の幹線道路の
一元的な維持管理等を目的として協議会を設置（S61）。

・会長は任期１年で構成市町の首長が持ち回り（事務局は会長の所属
する市町）。

・協議会にて年度業務計画を調整し、予算承認を市町と協議。協議会か
ら市町へ負担金を請求。業務完了後は協議会にて決算承認を市町と
協議。

・協議会が除草・除雪業務を発注（事務局の市町が協議会名で発注手
続きや完了検査を担当）。

管理水準、
責任分担

・除雪出動基準は県道と村道で同一（積雪センサーから除雪オペレー
ターへ通知が行くため、都度の指示は不要）。
・村道区間の管理責任は白川村が負う。

・協議会は管理責任を負わない（各市町が道路管理者として管理責任を
負う）。

広域連携
による効果

・当該区間の除雪を白川村が自ら実施しようとすると、県道からの枝線
であるため、除雪車の空走が長くなり非効率だったが、隣接する南砺
市道や県道の除雪と一体化することで効率化。

・自治体間のばらつきがなく、管理水準が保たれる。

備考
・県へ委託することで、県保有の除雪車での作業が可能となる。 ・近年は事務局が固定化されている（内灘町）。

・設置当時の詳細経緯は不明（約40年前のため）。

白川村

南砺市 事業者

委託契約委託費＋
事務費

発注

協議会
（事務局持ち回り）

市町

事業者

協議会規約負担金

発注
白川村

岐阜県 事業者
発注

＜R4年度～＞＜H5頃～R3年度＞

委託契約委託費＋
事務費



日常維持管理の包括化事例（多分野連携・道路単体）

6

自治体
（エリア）

インフラ分野
契約
年数

契約総額
（年平均額）

総価契約・
単価契約

受注体制
データ
連携

フェーズ

＊左記エリア以外も含めた全体像域外
参画道路 河川 公園

その
他

多
分
野
連
携

福島県
（宮下土木事務所）

○ ○ － 砂防 2年
9.7億円

（4.9億円/年）
総価契約＋
単価契約

事業協同
組合

－ －
H21~H24 ： 第 1期モデル事業 （単年契約 ） 、
H25~H28：第2期モデル事業（2年契約）、H29~：正
式導入、R3~：性能規定・MMR導入

新潟県三条市
（嵐北・大島地区）

○ ○ ○ － 5年
11.3億円

（2.3億円/年）
総価契約 JV ○ ○

H29~H30：中心市街地の一部エリアで導入（2年）、
H31~R5：中心市街地全域へエリア拡大＋1地区追
加（5年）、R3~R5：1地区追加（3年）、R6~R10：市
全域の5地区へ拡大（5年）

秋田県大館市
（大館南地域）

○ ○ － － 3年
3.0億円

（1.0億円/年）
総価契約 JV － ○

R4~R5：大館南地域で試行（路肩草刈で性能規定、
1年4カ月）、R6～R8：大館南地域でエリア拡大（性
能規定の適用拡大、3年）、R7~R9：大館西地域に
て導入予定（公園業務を追加、3年）

栃木県
（栃木土木事務所）

○ ○ － 砂防
1年

2か月
4.1億円 総価契約

事業協同
組合

－ ○
H22~：日光土木事務所で開始（順次、全９土木事
務所単位での包括発注に拡大）、R4~：6事務所に
ついては半期単位の契約を通年契約化

三重県四日市市
（北部）

○ ○ － －
1年

4か月
4.2億円

単価契約
のみ

JV
（地域維持型）

－ －
R1~R2：道路維持（2年）、R3~R4：河川維持を追加
（2年）、R5~R7：市全域3地区に拡大（3年）

三重県明和町
（町全域）

○ － ○ － 3年
1.3億円

（0.4億円/年）
総価契約＋
単価契約

市外業者
＋地元再委託

○ ○
R6~R8：第1期開始
※1年目は単価契約のみで運用

道
路
単
体

東京都府中市
（東地区）

○ － － － 5年
13.7億円

（2.7億円/年）

総価契約＋
単価契約

JV － ○

H26~H28：ﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ開始（けやき並木通り、
3年）、H30~R2 ： 1地区でエリア拡大（ 3年）、
R3~R5：市全域3地区に拡大（3年）、R6~R10：業
務追加（用水路の除草・道路反射鏡の新設、5年）

埼玉県さいたま市
（岩槻区）

○ － － － 1年 0.8億円
単価契約
のみ

JV ○ ○ R5：試行（6ヶ月）、R6：第1期（1年）

沖縄県（八重山土木
事務所：八重山管内）

○ － － － 2年
2.0億円

（1.0億円/年）
総価契約 JV － －

R1~R2：第1期（仕様規定、2年）、R3~R4：第2期
（一部エリア変更）、R5~R6：第3期（性能規定導入）

沖縄県
（宮古土木事務所）

○ － － － 2年
2.0億円

（1.0億円/年）
総価契約 JV － －

R1~R2：第1期（仕様規定、単年）、R3~R4：第2期
（性能規定一部導入、2年）、R5~R6：第3期（性能
規定全域導入、2年）

Ｑ．日常維持管理の包括化について、業務内容はどのように構成されているか？



事業者の連携事例①（域内業者のみのＪＶ）
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静岡県 秋田県大館市 三重県四日市市

事業者の連携
スキーム

事業者選定方式 一般競争入札 公募型プロポーザル 公募型プロポーザル

地域要件
構成企業は市内業者
（本店又は主たる営業所）

構成企業は市内業者
（本社、本店又は営業所）

構成企業は各地区市民センター管内業者
（本店又は主たる営業所）

事業者側の効果

• 性能規定により、報告書や出来形写真の
提出が省略されるなど事務手続きの効率
化が図られ、利益率も良くなった。

• 指示から施工までの時間が短縮された。
• 情報共有システムによりペーパーレス化。

•年度をまたぐ期間や降雪前の繁忙期にお
いて、複数年契約や構成員の相互協力に
より切れ目ない施工が可能となっている。

•伐採、収集、運搬などに使用する特殊車
両や機材を有する構成員がいることにより
効率的な作業が可能である。

• 緊急対応が多く、水路が原因の道路陥没
があった際に、道路と河川の維持業者が
同じであれば対応が迅速化する。

• 道路維持と河川維持を同じ事業者で対応
する地区もあり、現場間移動や段取りの
効率性が上がっている。

備考

• 受注者アンケート（第1四半期）では業務
時間が51％削減（業務報告・定期完了関
係、工事費請求等の経理手続、見積作成、
施工計画・資材調達等）。

•受注者の提案により、高品質で耐久性に
優れた複数の舗装材による試験施工を実
施し、気象条件や路面状況に最適な補修
工法の確立に向け検証中。

• 複数年契約だが、単価契約であるため、
創意工夫等のメリットは限定的。

予算調整・
情報共有

指示指示

建設
会社

建設
会社

建設
会社

建設
会社

・・・

Ｊ Ｖ （ 地 域 維 持 型 Ｊ Ｖ ）Ｊ Ｖ

建設
会社

建設
会社

清掃
会社

舗装
会社

指示

マネジメント 道路巡回
河川巡視
道路維持

除草・雑木
枝打 等

特殊車両 等

補修工法提案
試験施工

重機OP手配 等
【各社へ指示】

四日市市
河川排水課

四日市市
道路維持課

道路維持、河川水路維持 等

【地域ごとに担当を分担】
※JV構成員数は8～10社（工区により異なる）

Ｊ Ｖ （ 地 域 維 持 型 Ｊ Ｖ )

建設
会社

舗装
会社

建設
会社

電気工事
会社

指示登録

小規模施設修繕 舗装補修 雪氷 照明施設修繕

道 路 管 理 支 援 シ ス テ ム

指示登録

【各社が指示をシステムで確認】

静岡県 下田市

Ｑ．事業者側の連携スキームとしてどのようなパターンがある？ 代表企業 コンサル 市外企業

大館市



新潟県三条市
（嵐北・大島地区）

東京都府中市
（東地区）

事業者の連携
スキーム

事業者選定方式 公募型プロポーザル 公募型プロポーザル

地域要件
構成企業は市内業者（本社、本店又は営業所）

※ただし、コンサルは県内業者（本社、本店又は営業所）
構成企業は都内業者（本店又は支店）
※市内業者（本店）を1者以上含む

事業者側の効果

•性能規定であることで、他工事の閑散期に業務を実施したり、他
工事との日程調整によって、業務の平準化が図られている。

• 5年契約であることから、一定規模の受注見通しが立ち、包括業
務への専任配置（経験蓄積）やJV事務所の設置、作業車両や機
械等への投資、新たな雇用などを実現。

•舗装補修のついでに清掃、草刈と剪定を並行して対応するなど、
個別発注よりも作業の効率化が図られている。

•市外コンサルが、蓄積データ（補修履歴や市民からの苦情・要望
等）を分析し、舗装補修をどのように進めていけば良いかの技術
的な提案を行っている。

•複数業務の包括化によって、パトロール等の重複部分をまとめて
行うことが可能となった。

•複数年契約であるため、市民からの要望データを分析し、要望の
多い傾向の箇所を重点的にパトロールすることで、苦情が来る前
に先回りの対応が可能。

•創意工夫として、JV構成企業が持つ自社製品（舗装材）の活用
によるコスト縮減や、複数年契約のメリットを生かして、除草箇所
を防草シートや防草シールとしたり、高耐久材料で舗装補修する
ことで、LCC低減を図っている。

備考
•構造物が多い中心市街地の嵐北・大島地区では市外コンサルが

JVに参画しているが、他の４地区では市内業者のみでJV構成。
• コールセンターは東地区が全体を統括し、他2地区はコールセン
ターからの連絡対応の業務を行う。

事業者の連携事例②－１（域外業者を含むＪＶ等）

Ｑ．事業者側の連携スキームとしてどのようなパターンがある？

8

Ｊ Ｖ

三条市

建設
会社

【各社へ指示】

マネジメント
窓口

道路維持

コンサル
※市外

マネジメント
支援

造園
会社

電気工事
会社

建設
会社

建設
会社

建設
会社

公園維持 照明灯
管理

道路維持、水路維持
（地域ごとに担当を分担）

Ｊ Ｖ

舗装
会社

【各社へ指示】

マネジメント
窓口

補修・修繕

造園
会社

清掃
会社

造園
会社

清掃 植栽管理、樹木剪定
（地域ごとに担当を分担）

マネジメント
支援

コンサル
※市外

指示
※事業者の裁量により作業を行うため、
原則として作業指示はなし

指示
※事業者の裁量により作業を行うため、
原則として作業指示はなし

府中市

代表企業 コンサル 市外企業



埼玉県さいたま市 三重県明和町

事業者の連携
スキーム

事業者
選定方式

一般競争入札 公募型プロポーザル

地域要件 構成企業は市内業者（本店）を1者以上含む
参加資格要件としての地域要件は無し

※町内業者（本店）が50％以上の金額の業務履行（再委託含む）

事業者側の効果 （第1期を開始して間もないため、今後整理） （第1期を開始して間もないため、今後整理）

備考
• JV構成企業にコールセンターのノウハウがあったものの、市全体
ですでにコールセンターがあり、各分野に振り分けられる仕組み
が出来ているため、本業務では含めていない。

•事前のサウンディング調査（町内の建設業者へのアンケート）で
は、マネジメント業務や窓口業務等への対応が難しいとの意見が
挙がった。

•参画した市外業者はマネジメント業務を担うとともに、グループ企
業のコールセンター（電線や電柱の不具合等へ対応）にて、道路
のコールセンター業務も担当することとした。

事業者の連携事例②－２（域外業者を含むＪＶ等）

9

建設会社
計画準備、マネジメント、
窓口、業務終了時の引継

巡回

指示

町内業者

【再委託】

清掃 植栽
補修・修繕

・・・

Ｊ Ｖ

建設会社
舗装
会社

さいたま市

要望対応
簡易舗装修繕対応
新技術の活用

国県市道のパトロール
要望対応

交通事故一時対応
簡易舗装修繕対応

指示

【指示】
町内業者 町内業者 町内業者 町内業者

明和町

Ｑ．事業者側の連携スキームとしてどのようなパターンがある？ 代表企業 コンサル 市外企業



事業者の連携事例③（事業協同組合）
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福島県 栃木県

事業者の連携
スキーム

事業者
選定方式

公募型プロポーザル 公募型プロポーザル

地域要件 会津若松建設事務所管内業者を１者以上含む 県内業者（営業所）

事業者側の効果

• 事業者間での地区を越えた資機材の融通（骨材や機材、コル
ゲート等）や、舗装修繕を１箇所毎ではなく近隣複数箇所をまと
めて実施するなど、業務効率化が図られている。

• 複数年契約となったことで、業務の見通しが立てやすくなったこ
とや組合の構成員で業務を分担することも相まって、事業者の
企業数の低下に歯止めがかかっている。

• 組合が安定して運営できる受注量の確保が可能となっている。
• 都度の契約手続きが不要なため事務手続きが削減されている。
• 除雪等で他エリアを事業者間で協力して実施する例もある。
• 従前は半期毎の契約だったが、通年契約となったことにより、
人員の配置をしやすくなっている。

備考

•事業協同組合では、「維持管理マネジメントの手引き（R5.7）」を
作成し、全体マネジメントや各業務（舗装維持修繕業務、側溝清
掃業務、道路除草業務）の業務フローを整理。また、性能規定に
関しては、業務月報や実施結果報告書、セルフモニタリング
チェックシート等の様式も掲載。

－

栃木県（栃木土木事務所）

指示

組合員 組合員 組合員 組合員 組合員 …

地域毎に担当を分担

【指示】

地元建設業者9社
(宮下土木管内4町村)

福島県（宮下土木事務所）

組合員 組合員 組合員 組合員 組合員 …

地域毎に担当を分担

【指示】

指示
事業者の裁量により作業を行うため、

 原則として作業指示はなし

建 設 業 協 同 組 合 建 設 業 協 同 組 合

MMR（メンテナンスマネージャー）を配置

Ｑ．事業者側の連携スキームとしてどのようなパターンがある？ 代表企業 コンサル 市外企業



橋梁のプロセス包括化事例

Ｑ．橋梁のプロセス包括化にはどのような例がある？
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東京都多摩市 奈良県田原本町

プロセス間の
つながり

契約期間 1期：5年間（R1~5） 2期：5年間（R6~11） 1期：3年間（R2~R4） 2期：5年間（R6~11）

道路メンテ補助
の活用

• 道路メンテ補助を見込んだ金額で債務負担設定。

• 年度ごとの内示率が想定を下回った場合は、不足分を財政部局
から補填（内示率の多寡による設計変更は行わない）。

•道路メンテ補助を見込んだ金額で債務負担設定。

•年度ごとの内示率が想定を下回った場合は、不足分を土木部局内
の予算融通により補填（内示率の多寡による設計変更は行わない）。

プロセス包括化
による効果

• 同一業者が5年単位（法定点検の１サイクル全体）で担当するこ

とで、点検・診断の統一性が向上するとともに、プロセスの思想・
方針等が一貫した橋梁長寿命化修繕計画の策定を実現。

• 包括業務での点検結果をスムーズに橋梁維持工事業者へ共有
し速やかな対応を行うことで、Ⅲ判定の橋梁が大幅に減少（小さ
なPDCAからこまめに回す改善の加速化）。

• 受注者視点では、複数年契約により長期的な新技術活用の
フィールドが獲得できることもメリット。

＊定期点検時に可能な簡易補修工法の試行や、AIを活用したひび
割れ継続監視（複数年契約のメリット）を実施中。

• 入札手間の改善、施工調整会議の省略、一貫した設計思想等、
事業マネジメントの効率化により、職員増員を図らずに橋梁長寿
命化修繕計画の本格化（事業量の増加）に対応。

• 設計コンサルタントがCMRとして監理することで設計意志を地元

業者へ確実に伝達でき、手戻りや手待ちがなくなり工事の効率
的な工程進捗や地元業者育成にもつながった。

• 設計段階から施工者が事業に参画し、工事完了まで二者が技術
協力するため、約50％程度の工期短縮が認められた。

• 設計時と施工時の吊り足場供用により約46％コスト縮減。

備考

• Ⅲ判定の割合：41％（H26~30年度）→13％（H29~R3年度）
• 対策区分判定の導入や診断フローの立案と運用も実施。

• 市は事業者提案や広報にできるだけ協力（新技術の試行やイン
フラメンテナンス大賞への応募・受賞など）。

• ECI 契約方式の手続きの流れや運用方法、利点および留意点を
明確にした指針を策定（「橋梁保全事業に関するECI方式ガイド
ライン」、「ECI契約判定マニュアル」）。

• 発注者、コンサル、建設会社の三者協議会により迅速な意思決
定や協議時間を短縮。

• 設計者からの施工に関する情報提供（工法・材料・施工手順）に
より補修工事の経験不足を補い、地元施工者を育成。

橋梁維持
工事発注

建設コンサルタント

多摩市

包括委託

業者選定（プロポーザル）・契約

建設会社

工事
施工

【連携】
（点検結果を共有し、

維持工事で迅速に対応）
点検 計画

補修
設計

橋梁修繕
工事発注

建設コンサルタント

田原本町

包括委託

業者選定（プロポーザル）・契約

建設会社

工事
施工

【連携】
（発注者を含めた
三者協議）

点検 計画
補修
設計



データ連携事例①
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Ｑ．業務円滑化のために、どのようなデータ連携ツールが活用されているか？

静岡県 栃木県

業務概要
県道と市道の日常維持管理業務を

同一事業者（JV）が受注。
道路・河川等の日常維持管理業務を

事業協同組合が受注。

ツールの
全体像

ツール概要・
活用状況

• 静岡県及び下田市は作業指示をシステムへ登録（現場位置、内
容、緊急度）。

• 受注者はシステムで指示内容を確認。対応完了後は、システムへ
実施結果を登録（前後写真、実費用、関係資料）。

• 一つのシステムを介して、県と市の指示内容を一括で確認できる
ことで、事業者側にとっても円滑な県市連携が実現。

• パトロールで発見した道路異常の入力や、道路パトロール日誌の
出力も可能。

• 事業協同組合からの指示を受けて作業を実施した構成員はクラ
ウド上のシステムに作業実績報告を入力。

• 入力・集計された作業実績報告を事業協同組合の事務局が取り
まとめ。

• システムは栃木県建設業協会が独自に開発したものであり、栃木
県等の関係行政機関等も閲覧できるよう連携。

• 災害発生時には道路や河川等の被災情報を写真や位置情報で
報告。

ツールを
用意した主体

静岡県
※試行業務の受注者が使用したシステムを参考に県で開発

受注者

①指示内容入力（県・市）
（現場位置・内容・緊急度）

②実施結果入力（受託者）
（前後写真・実費用・関係資料）

指示・報告

従 
来

静岡県

情報共有システム

試
行

地域JV

下田市

共 有

指示書による業務指示

月次報告書の提出
（面積や延長等の出来形確認）

請求・支払

見積受理・単価確認

静岡県各業者

3者モニタリング（4半期1回）

支払 業務DX！

栃木土木事務所 協同組合



データ連携事例②
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Ｑ．業務円滑化のために、どのようなデータ連携ツールが活用されているか？

新潟県三条市（嵐北・大島地区） 東京都府中市

業務概要
道路・河川・公園の日常維持管理業務を

JVが受注。
道路の日常維持管理業務を

JVが受注。

ツールの
全体像

ツール概要・
活用状況

• 住民からの要望連絡をシステムへ登録。
• パトロール時に発見した異常事象や対応内容は、その場で場所、
内容、写真をタブレットで登録ができ、リアルタイムでの受発注者
間の情報共有が可能。

• パトロール日誌等の帳票の自動作成も可能。
• 蓄積された異常・損傷状況等のデータを分析することで、効率的
な道路管理の立案が可能。

• コールセンターにて、住民からの要望連絡をシステムへ登録。
• 要望内容は３地区に自動振り分けされ、各地区のJV（統括責任
者）へメールで通知。

• JVの統括責任者は業務担当者へ作業指示を行い、対応完了後
は業務担当者がシステムへ実施結果を登録（PC、タブレット、スマ
ホいずれでもシステムへアクセス可能）。

• 要望情報の一覧や対応の進捗状況の見える化が図られるととも
に、蓄積データの分析により先回りの対応検討を実現。

• 指示書や日報、写真台帳の自動作成も可能。

ツールを
用意した主体

受注者
受注者

※１期目で既存ツールを府中市版に改良



データ連携事例③

14

Ｑ．業務円滑化のために、どのようなデータ連携ツールが活用されているか？

秋田県大館市 三重県明和町

業務概要
道路・河川の日常維持管理業務を

JVが受注。
道路・公園の日常維持管理業務を

建設業者（再委託として地元建設業者）が受注。

ツールの
全体像

ツール概要・
活用状況

• 車両に取り付けたスマートフォンで舗装道路を撮影しAI解析する
ことで、舗装路面の損傷状態（ひび割れや段差等）の点検が可能。

• 通常はパトロールと路面性状調査（専用車両が必要）は別々の実
施となるが、本ツールによって同時実施が可能。

• なお、大館市では点検の結果、市道の大半でひび割れや欠損が
多く補修を要する状況が把握され、今後の補修計画立案に活用
予定。

• 受発注者間でビジネスチャットツールを導入し、住民からの要望連
絡への迅速な対応につなげている。

• なお、包括後は、コールセンターで受けた要望内容をビジネス
チャットツールを介して関係者全員がリアルタイムで閲覧し、施工
担当会社が迅速に対応に着手できることで、従事時間は発注者
側で約１／３、受注者側で約１／５にまで大幅削減されると試算
（従前は、町が住民からの電話通報を受け、現地確認した後に、
施工会社への業務指示もしくは直営で対応）。

ツールを
用意した主体

受注者 受注者

ビジネスチャット
ツール



先行事例調査
（効果の試算方法）

15

※群マネ実施検討会資料
（R7.2.19）抜粋



先行事例における効果事例と試算可能な項目

16

発現した効果 計測方法 参考事例

発注者 ⚫ 発注作業や業務指示等にかかる対応時間が
減少した（直営＋委託でのトータルコスト削減）

職員の業務従事時間、

業務委託費
新潟県三条市 他

⚫ 広域連携により、技術的知見が補完されるだ
けでなく、職員の技術力が向上した

職員ヒアリング 奈良県（奈良モデル） 他

⚫ 不調・不落件数が減少した 応札・落札件数 福島県 他

事業者

⚫ 複数業務をまとめることで効率化された(パト
ロールを一括化、同じ現場で舗装補修と清掃
等を同時作業、足場の共同利用 等）

事業者ヒアリング
新潟県三条市、東京都府中市、秋田県大館
市、静岡県・下田市、岐阜県白川村、三重県
四日市市、奈良県田原本町 他

⚫ 書類作成や事務手続き等の手間が削減され
た（特にＪＶ等の代表企業以外の構成企業）

事業者ヒアリング 静岡県・下田市、栃木県 他

⚫ 創意工夫を発揮しやすくなった（事業者提案に
よる新技術導入、蓄積データ分析による先回
り対応等）

事業者ヒアリング
新潟県三条市、秋田県大館市、東京都府中
市、東京都多摩市他

⚫ 事業者間の連携により、地元業者の技術力向
上につながった

事業者ヒアリング 奈良県田原本町 他

⚫ 人員や資機材を確保しやすくなった（他工事と
の調整、事業者間の融通等）

事業者ヒアリング 新潟県三条市、福島県、沖縄県 他

⚫ 経営安定化により新たな雇用や設備投資が
実現した

事業者ヒアリング、

地域の事業者数や従業員数データ
新潟県三条市、福島県 他

住民
⚫ 従前よりもサービスレベルが向上した（対応の
迅速化、先回りの対応等）

市民アンケート（満足度等）、

苦情件数データ
新潟県三条市、福島県、東京都府中市 他

Ｑ．広域連携や多分野連携等による効果事例にはどのようなものがあり、どのように計測しているか？

赤字：導入前に効果試算が一部可能



効果の試算例①（包括的民間委託：新潟県三条市）

17

Ｑ．導入効果をどのように試算するか？（直営分と委託分のトータルコスト）

【導入効果の試算（直営＋委託の総費用）】

業務項目
現況手法での
実施主体

費用算出方法

対応協議・契約・検査・支払い 直営 仮数量を設定

計画準備業務 直営 全体業務調整に内包

全体
マネジメント
業務

（1）提出書類の作成 直営 対応協議に内包

（2）会議の設置・運営 直営 対応協議に内包

（3）全体業務調整 直営 人件費を置き換え

窓口業務 直営
市の一般事務職の
人件費相当を計上

巡回業務 直営 人件費を置き換え

道路維持
管理業務

既往補修分
公園等維持管理業務
水路等維持管理業務

直営 人件費を置き換え

委託 変更なし

計画的舗装補修分 委託（本来発注すべき

業務であったと仮定）
変更なし

点検業務
(橋梁点検、照明灯点検、公園遊具
点検、ポンプ場点検・保守）

委託 変更なし

［算出方法］［総費用の比較（現状と包括の比較）］

・直営分（人件費で費用換算）：大幅削減
・委託分：増加
・総費用：１％削減

出典：令和２年度地域維持型社会インフラ包括的民間委託改善検討調査業務 報告書



効果の試算例①（包括的民間委託：新潟県三条市）

Ｑ．新たに必要となる費用をどのように計上するか？

【全体マネジメント業務（全体業務調整の費用）】

直営実施時の「実績時間」から算出

◎積算構成：土木一般世話役

◎数量算出：
①対応件数⇒過去3ヵ年の維持管理業務委託件数（122件）
②対応時間⇒１件当たりの対応時間（3時間＊を想定）
＊内訳⇒見積0.5＋発注0.5＋工事監理1.0＋各活動の記録1.0

【アウトソーシング費用（巡回作業）】

設定した「巡回頻度」から算出

◎積算構成：軽作業員（2名体制）・燃料費・車両損料

◎巡回頻度：
道路…幹線市道 月1回、その他市道 年2回（巡回速度：20km/h）
公園…都市公園 週1回、地域交流公園 月2回、その他の公園 

月2回、児童遊園 月2回、緑地 月1回

【全体マネジメント業務（改善提案の検討費用）】

「見積」から積算

◎積算構成：コンサル技術者（主任技師、技師Ａ～Ｂ）

◎数量算出：①作業人工⇒提案当たりに要する対応時間を設定
②提案件数⇒年間1件（3年間で3件）の提案を要求

【アウトソーシング費用（維持作業）】

直営実施時の「労務費＋直接経費・材料費」から算出

※人件費は置き換え（普通作業員労務単価）
※対象地域の費用に絞るため、地域別の対応割合等を乗じる。

従来行政職員が担っていた窓口業務（電話対応）後の市民
サービス対応、外部委託の発注先選定・見積徴収・作業指
示・監理および各種活動の記録するための費用

民間の創意工夫を引き出すための検討費用

18出典：令和２年度地域維持型社会インフラ包括的民間委託改善検討調査業務 報告書



効果の試算例①（包括的民間委託：新潟県三条市）

Ｑ．直営対応時間の縮減によって、どのような新たな業務に注力できたか？

※新たに注力した業務（R6.11ヒアリング）
• これまで手が付けられなかった計画策定に着手できた（公園の配置適正化計画等） 。
• マンパワーが増えたことで、工事発注件数を増やせるようになった（発注規模で約８倍）。
• 直営班（現業職員）は、建設部の包括的民間委託業務では対応できない新たな作業をカバーするようになった。
例：保育所の草刈り（従前は保育士自らが実施）

【直営対応時間の縮減試算と新たに注力している業務】

19



効果の試算例②（広域連携：静岡県・下田市）

Ｑ．広域連携の場合、複数自治体での導入効果をどのように算定するか？

【県・市の業務時間の変化】 ※アンケート調査（Ｒ５年度）

20



先行事例調査
（事業者とのコミュニケーション方法）

21

※群マネ実施検討会資料
（R7.2.19）抜粋



事業者とのコミュニケーションステップ

22

Ｑ．事業者とのコミュニケーション方法として、どのような類型やステップがあるか？

主な方法 メリット デメリット

⚫ オープン方式
複数の民間事業者からの意見聴取を
行います

複数の民間事業者の意見を比較し、場合によっては
共に議論をしながら、意見を聴くことが可能です

競合相手等が同席している場合もあるため、具体的
なアイデア、ノウハウを開示してもらえない可能性が
あります

⚫ クローズ方式
民間事業者からの意見聴取等を個別
に行います

民間事業者から、より具体的・積極的なアイデアやノ
ウハウを聴くことが可能です

公平性、透明性等の担保について、一層の留意が
必要です（特に公募条件等の検討時）

⚫ アンケート方式
民間事業者からの意見聴取を書面や
Web等を通じて行います

短時間により多くの民間事業者から意見を聴くことが
可能です

直接対話を行わないため、双方の意図が十分に伝
わらない可能性があります

［サウンディングの類型］ ※国土交通省：「地域プラットフォームの取組から得られた「円滑な官民対話」のポイント（R1.8）」より

［サウンディングの手続きフロー］ ※国土交通省：「地方公共団体のサウンディング型市場調査の手引き（H30.6）」より

・サウンディングは、事業発案段階や事業化段階において、
事業内容や事業スキーム等に関して、直接の対話により
民間事業者の意見や新たな提案の把握等を行うことで、
対象事業の検討を進展させるための情報収集を目的と
した手法である。

・対象事業の検討の段階で広く対外的に情報提供すること
により、当該事業への民間事業者の参入意欲の向上を
期待するものである。

＊サウンディングの特徴

＊サウンディングの手続き概要

・サウンディングは個別の事業の必要性に応じて実施され
る検討プロセスの一つであり、法令等の定めにはよらな
いことが一般的である。

・多くの事例においてはサウンディングの実施に際して各
事業で個別に実施要領等を作成・公表し、その要領に基
づいて手続きを進めることが一般的である。



事業者とのコミュニケーションにおける留意点

23

Ｑ．事業者とのコミュニケーション時にはどのような点に留意する必要があるか？

（参考）官製談合防止法（入札談合等関与行為防止法）

公平性・透明性の確保
官民連携を推進するうえでは官民相互の十分な意思疎通が重要であるが、一方で、特定の民間事業者との関係
性が強い場合には利害関係に疑念を抱かれる場合があり、結果として事業推進の障害となることが想定される。
サウンディングの実施にあたっては、公平性・透明性に留意することが必要である。

［事業者とのコミュニケーションにおける留意点］ ※国土交通省：「地方公共団体のサウンディング型市場調査の手引き（H30.6）」より

【入札談合等関与行為の例】 ※公正取引委員会：「入札談合の防止に向けて テキスト」 P33-34より

① 談合の明示的な指示
○事業者ごとの年間受注目標額を提示し、事業者にその目標を達成するよう調整を指示すること。

② 受注者に関する意向の表明
○受注者を指名又は受注を希望する事業者名を教示すること。

③ 発注に係る秘密情報の漏えい
○本来公開していない予定価格を漏えいすること。
○ 本来公開していない指名業者の名称、総合評価落札方式における入札参加業者の技術評価点等、ある
いはその入札を実施することを予定している事務所等の名称等を漏えいすること。

○ 事業者から示された積算金額に対し、予定価格が当該積算金額に比して高額（又は低額）であることを教
示すること。

④ 特定の談合の幇助
○ 特定の入札談合等を容易にすることを目的として行う次のような行為
・ 指名競争入札において、事業者から依頼を受け、特定の事業者を入札参加者として指名し、入札談合を容
易にする行為
・ 事業者の作成した落札予定者に係る割付表を承認し、入札談合を容易にする行為
・ 分割発注の実施や発注基準の引下げなど発注方法を変更し、入札談合を容易にする行為

（注） 地場産業の振興、中小企業対策といった政策目的に基づいて発注方法の選定・入札参加資格の設定等
を行ったことをもって、本号の規定が適用されることはありません。
適用される行為としては、例えば、入札談合等を行いやすくするために事業者にとって都合のよい事業者
を入札参加者等として指名したり、入札参加条件を恣意的に設定したりする行為などが挙げられます。



事業者へのアンケート調査例①（新潟県三条市）

【業務経験（受注している維持管理業務）】【資格保有者数】

【保有機械数】【従業員数】

Ｑ．アンケート調査でどのような項目を聞いているか？（事業者側の体制） ※市内業者へアンケート

※エリア別や業種別（土木、舗装、電気、造園等）に分析 24出典：令和２年度地域維持型社会インフラ包括的民間委託改善検討調査業務 報告書



事業者へのアンケート調査例①（新潟県三条市）

25

【業務範囲の希望】 【業務エリアの希望】 【契約年数の希望】

【参画意欲】 【JVにおける立ち位置の希望】

Ｑ．アンケート調査でどのような項目を聞いているか？（事業者側の参画意欲や発注条件への希望） ※市内業者へアンケート

出典：令和２年度地域維持型社会インフラ包括的民間委託改善検討調査業務 報告書



事業者へのアンケート調査例②（三重県明和町）

26

Ｑ．アンケート調査でどのような項目を聞いているか？（想定している発注内容に対するサウンディング） 
※町内業者へアンケート＋個別意見交換（対面）

【対象業務と想定規模】 【事業者の選定方式、スケジュール案】

●参画意向
・参画したい、参画を検討したい、興味がある等の前向きな意見
が多い。
・但し、具体的には仕様書等を確認の上で判断するとしている。

●参画時に対応可能な業務内容
・道路関連施設はすべての会社で対応可能である。
・公園関連施設は経験が無いと回答もあった。

●事業期間に対する意見
・事業期間の３年間は妥当である。

●公募スケジュールに対する意見
・契約締結から業務開始までの期間が３か月程度必要である。
・事業内容をより理解する時間を確保して欲しい。



事業者へのアンケート調査例②（三重県明和町）

27

Ｑ．アンケート調査でどのような項目を聞いているか？（参加要件や資格要件に関するサウンディング）
※町内業者へアンケート＋個別意見交換（対面）

【事業者の参加要件】 【配置技術者の資格要件】

●事業者の参加要件に対する意見
・町外業者も参画しやすいような条件が設定されており、良い。

●参画時の実施体制
・マネジメント業務を実施し、町内業者と修繕業務等で連携する
ことを想定している。
・事業規模から、町内業者とのJVの構築は難しい。

●町内の建設企業の活用、再委託の考え方
・町内業者の活用は必要であると認識している。再委託率の設
定割合をどの程度にするか、近隣市町の企業も含めてよいか、
町内業者の施工品質・価格等はどうか等を考慮しながら実施
体制を検討したい。

●配置技術者の資格要件に対する意見
・業務実施責任者は、次世代の維持管理の担い手を育成する
ためにも、１級土木施工管理技士のほか、２級土木施工管理
技士の資格を有する者を含めてほしい。



事業者へのアンケート調査例②（三重県明和町）

28

※各業務内容の説明



先行事例調査
（性能規定の運用方法）

29

※群マネ実施検討会資料
（R7.2.19）抜粋



性能規定の概要

Ｑ．民間事業者の創意工夫を引き出すなど、効果的な業務とするためにはどのような方式があるか？

30

［性能規定の概要］ ※土木学会：「維持管理等の入札契約方式ガイドライン（案）（H27.3）」より

性能規定型契約とは、公物管理者が予め規定した機能や性能（管理水準）に対し、受注者がノウハウや創意工夫を活
かした自主的な方法でその機能や性能を確保することで維持管理の効率化を図る契約方法。

＊従来型と性能規定型の対比

道路等の最低限の機能や性能を定義
⇒これまで投下した予算で実際に実現してきた管理水
準との関係から設定することが基本。

※予算が従来と同じにもかかわらず、公物管理者にとって
理想的な水準に引き上げることは適正利潤の確保とならな
いことに留意。

【管理水準の定義】

維持や修繕の実務（事実行為）のほとんどは受注者が
包括的に実施することになるため、公物管理者として
の役割は、受注者の成果・パフォーマンスの管理が主
となる。
⇒モニタリング方法等を予め設定する必要。

【公物管理者としての役割】

定義された管理水準に達しているか否かに基づいて委
託先に支払い（実施した数量で精算はされない）。
⇒受注者はノウハウを活用して効率的に性能を確保で
きれば、利益額を増大させることが可能。

【対価の支払い・創意工夫】



性能規定等の運用パターン（多分野連携）

Ｑ．業務内容に応じて、総価契約・単価契約をどのように設定しているか？ ●：総価契約 〇：単価契約 (直営)：引き続き委託せず
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福島県
（宮下土木事務所）

新潟県三条市 秋田県大館市 三重県明和町 栃木県 三重県四日市市

道路 公園 河川 道路 公園 河川 道路 公園 河川 道路 公園 河川 道路 公園 河川 道路 公園 河川

業

務

内

容

直

営

全体ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ● (直営) ● ● ● ● ● ● ● (直営) (直営) (直営) (直営)

窓口業務 (直営) (直営) ● ● ● (直営) (直営) ● ● (直営) (直営) (直営) (直営)

巡回業務 ● (直営) ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ (直営) (直営)

維持作業 ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○

委

託

維持作業 ○ ○ ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

浚渫 ● ● ○ ○ ○ ○

除雪・散布 ○ ○ ○ ○

除草 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ○ ○ ○

清掃 ● ● ● ● ● ● ○

樹木・植栽管理 ● ● ● ● ● ● ○ ○

1件当たり
上限金額規模

300 万円
（災害時500万円）

130万円 500万円 130万円 250万円 250万円

担当部署 業務課 建設課 土木課 建設課 保全部
道路：道路維持課
河川：河川排水課

※直営業務内容の例
全体ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ：体制構築（構成員への業務割り当てを含む）、各工種への人員配置、スケジュール管理、発注者との協議・調整、各種書類作成 等
窓口業務 ：受付業務や電話対応業務（住民からの通報・要望・相談等）
巡回業務 ：通常巡回、徒歩巡回、異常時巡回 等
維持作業 ：舗装補修、側溝補修、道路照明管理 等



性能規定等の運用パターン（道路単体）

Ｑ．業務内容に応じて、総価契約・単価契約をどのように設定しているか？ ●：総価契約 〇：単価契約 (直営)：引き続き委託せず
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東京都府中市 埼玉県さいたま市
沖縄県

（八重山土木事務所）
沖縄県

（宮古土木事務所）

道路 公園 河川 道路 公園 河川 道路 公園 河川 道路 公園 河川

業

務

内

容

直

営

全体ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ● (直営) ● ●

窓口業務 ● (直営) (直営) (直営)

巡回業務 ● ○ ● ● ○

維持作業 ● ○ ● ● ○

委

託

維持作業 ● ○ ○ ● ● ○

浚渫

除雪・散布 ●

除草 ● ● ●

清掃 ● ● ●

樹木・植栽管理 ● ○ ● ● ○

1件当たり
上限金額規模

総価契約：50万円
単価契約：500万円

特になし
※従来業務の単価契約は500万円

特になし 特になし

担当部署 道路課 道路維持課 維持管理班 維持管理班

※直営業務内容の例
全体ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ：体制構築（構成員への業務割り当てを含む）、各工種への人員配置、スケジュール管理、発注者との協議・調整、各種書類作成 等
窓口業務 ：受付業務や電話対応業務（住民からの通報・要望・相談等）
巡回業務 ：通常巡回、徒歩巡回、異常時巡回 等
維持作業 ：舗装補修、側溝補修、道路照明管理 等



モニタリング事例①（新潟県三条市）

Ｑ．性能規定の履行状況をどのようにモニタリングするか？

【性能規定による実施判断とモニタリング】
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［性能規定の運用（業務実施基準と要求水準書の例）］ ＊多岐にわたる包括委託内容

［月例会議によるモニタリング］

＊舗装管理における業務フロー

①業務実施状況の確認：要望に対する受付状況の確認

②実行予算について  ：現状までの予算執⾏状況の確認

③懸念事項について  ：事業を進める上での疑問点等を共有

④改善項⽬について  ：市・業者双⽅から本業務に関する改善点を協議

報
告
事
項



モニタリング事例②（福島県宮下土木事務所）

Ｑ．性能規定の履行状況をどのようにモニタリングするか？

■宮下地区建設業協同組合

福島県宮下土木事務所

■組合員（９社）

【組合各社】

【事務局】

【業務実施責任者

（主任技術者）】

【総括業務責任者

（MMR）】

【各業務実施責任者】

【メンテナンスマネージャー（ＭＭＲ）の配置】

① MMRは、年度当初に総価契約の工種、性能規定を適用する除草等につ
いて、年間の施工計画書及び工程表（時期・箇所（路線等）・実施方法・計
画出来型・セルフモニタリング予定日等）を作成し、発注者からの承認を
得るものとする。

② MMRは、1か月毎に施工実績（出来型）をとりまとめ、工程表に反映させ

る。また、毎日実施する道路パトロールの結果や天候、地域からの要望
等を踏まえて、維持補修が必要な工種や場所を適宜見直し、変更工程表
を作成して、毎月実施する定例会議において発注者の承認を得る。なお、
必要に応じて工程のフォローアップを行う。

③ 道路パトロールの結果を踏まえた維持管理マネジメント計画を策定する。

④ 性能規定を実施するための計画書（要求水準、作業方針、セルフモニタ
リング等）を作成する。

⑤ 住民要望の情報共有、協働対応及び対応策の検討

［特記仕様書におけるMMRの記載］

［性能規定の業務フロー（除草業務）］
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モニタリング事例②（福島県宮下土木事務所）

Ｑ．性能規定の履行状況をどのようにモニタリングするか？

【セルフモニタリングの運用例】

［セルフモニタリングチェックシート］ ［総括表］ ◎問題なし、○経過観察、▲草刈り必要
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創意工夫事例①（東京都府中市）

Ｑ．民間事業者による創意工夫事例は？

【自社製品の活用】 【コールセンター業務の品質向上、周知活動強化】

【道路維持管理支援システムの導入・定例会議での活用】

36



創意工夫事例②（新潟県三条市）

Ｑ．民間事業者による創意工夫事例は？

【新技術の活用（タブレット端末を用いた道路管理システム）】

【舗装補修履歴等の蓄積データを用いた補修要領の作成】

出典：令和２年度地域維持型社会インフラ包括的民間委託改善検討調査業務 報告書を基に作成 37



創意工夫事例③（秋田県大館市）

Ｑ．民間事業者による創意工夫事例は？

【新技術の活用（AIを活用した路面点検）】

【高品質材料を用いた試験施工】 ※複数年契約のメリットを活用

５月 定例会議で課題を議論

６月 JV構成企業の
本社スタッフを交え協議

９月 試験施工
（３箇所で３種類の合材で施工）

経過観察後、最適と思われる
方策を展開予定
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【維持業者との連携強化（市・コンサル・維持業者の三者会議等）】

創意工夫事例④（東京都多摩市）
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Ｑ．民間事業者による創意工夫事例は？ ※性能規定以外

【点検時に可能な簡易補修の試験的施工・モニタリング】 【AIを活用したひび割れの継続監視手法】

【多摩市版の判定・診断フロー】
維持工事で対応可能な「M判定」を設定

市・コンサル・維持業者の三者協議

点検後の迅速な措置により、
小さなPDCAからこまめに回す「改善の加速化」
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